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１．本調査の対象となる蓄電システムの概要
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https://www.youtube.com/watch?v=UQdbWzwJSH0
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 世界レベルで風力や太陽光など再生可能エネルギーの
導入が進展

 しかし再エネは天候や時間帯によって出力が変動

 導入拡大を進めていく上では、出力されたエネルギーを
一時的に蓄え、必要なときに供給するための仕組みが不
可欠
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その手段の一つとして、「応答性が高い」「放電時間が長い」「設置環境に
制約がない」「設置工期が短い」というメリットを備える、定置用蓄電池の
利用が有望視されている。
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系統用・再エネ併設の定置用蓄電池に注目
←資源エネルギー庁の審議会での議論の対象として大きく取り上げられるなど、

今後の普及が強く期待されている
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蓄電システムの種類

出所：経済産業省「令和4年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業」
（定置用蓄電システムの普及拡大策の検討に向けた調査）（2021.2.26）

（委託先：株式会社三菱総合研究所）
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系統用・再エネ併設用蓄電システムの階層構造

出所：各種資料より日鉄テクノロジー作成
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系統用・再エネ併設用蓄電システムに関わるプレイヤー（業種）
プレイヤー（業種） 概要

素材・部材メーカー 民生用、車載用、定置用のいずれの蓄電池でも共通

電池メーカー

メーカーによって手掛ける階層が異なる
• 単電池～モジュールまで製造（狭義の蓄電池メーカー）
• 単電池～コンテナパッケージまで製造

• 単電池やモジュールなどは外製し、キャビネットやコンテナパッケー
ジを製造販売（広義の蓄電池メーカー）

システムインテグレータ

重電メーカーやPCS（Power Conditioning System）メー
カーが担うことが多い

蓄電池メーカーの連携は希薄で、プロジェクト毎に最適
な蓄電池メーカー・製品を選んでシステムに組み込む調
達方針（自動車メーカーと蓄電池メーカーが緊密に連携

して作りこむ車載用とは対照的）
現地での据付や土木基礎・建築工事を行うEPC事業者

を兼ねることも

EPC事業者
Engineering（設計）、Procurement（調達）、Construction

（施工）を一貫して請け負う事業者
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系統用・再エネ併設用蓄電システムに用いられる蓄電池の種類

電力系統への再エネ導入に伴う電力変動の
課題と蓄電システムに求められる条件

電力の変動に対応した蓄電システムに用いら
れる主な蓄電池

リチウムイオン蓄電池の
パックとセルの価格の推移

出所：再エネ蓄電池プロジェクト最前線「水素、蓄電池、コンデン
サを最適に使い分け」（2015.8.12）より日鉄テクノロジー作成

出所：各種資料より日鉄テクノロジー作成

出所：IEA, Batteries and Secure Energy Transitions, April 2024

当面はLIBが圧倒的なシェアを占める見込み
①蓄電容量、入出力容量共に優れる
②短周期から長周期の変動に対応
③サイズをコンパクトにまとめられる
④近年急激なコスト低減が進展
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系統用・再エネ併設用蓄電システムに用いられる蓄電池の種類
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定置用蓄電池の電池種別のシェア見通し

出所：韓国産業通商資源部「ESS産業発展戦略」（2023.10.31）
（韓国語）（原典：Bloomberg NEF）

再エネ併設・系統用を含む定置用のLIBについてはリン酸鉄系（LFP）のシェアが急増
2027年以降はナトリウムイオン電池のシェアが高まり、LFPのシェアはやや低下
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安全対策の重要性

事故を起こした電池メーカー
韓国 中国 米国 日本

事故の発生地

LG

Sam
sung

SDI

KEPCO

SK
Innovation

INCELL

Gotion
High-Tech

Ruipu

Narada

Sinexcel

Tesla

GE

Xtrem
e

Powin
Energy

Sim
pliPhi

Power

NGK 不明 計

日本 1 1 2
中国 1 1 3 5
韓国 12 7 1 1 1 16 38
台湾 3 3
シンガポール 1 1
豪州 3 1 4
米国 8 1 1 1 1 4 1 8 25
フランス 1 5 6
ベルギー 1 1
ドイツ 1 1
スウェーデン 1 1
英国 1 1
計 20 7 1 1 1 1 1 1 1 4 1 1 4 1 1 42 88

蓄電システムの事故発生状況（2011年9月～2024年9月の累計）

（注）NGK：日本ガイシ株式会社
出所：BESS Failure Incident Database より日鉄テクノロジー作成

出所：KBSニュース（韓国）2021.4.26

https://youtu.be/tBpX5i744Z8?si=
YWtSyqAd5jzdBt7l
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IoT機器としての信頼性・安全性

遠隔で蓄電システム全体を全方位的にモニタリングし情報を蓄積することで、異常を早
期に発見し最適な対応を行う事が可能な体制を構築することが必要

GSユアサの「STARELINKサービス」
イメージ

出所：GSユアサホームページ

その一方、蓄電システムもIoT機器の脆弱性を狙ったサイバー脅威から無縁ではない



２．系統用・再エネ併設用蓄電システムの

市場概況
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系統用・再エネ併設用蓄電システムの市場概況

（GW）
2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

中国 0.1 0.1 0.1 0.2 0.4 0.8 1.8 7.8 27.1
米国 0.2 0.2 0.4 0.6 0.7 0.9 1.1 1.7 5.1 9.3 15.8
英国 0.2 0.6 0.8 1 1.7 2.3 3.6
豪州 0.1 0.2 0.3 0.4 0.7 0.9 1.8
ドイツ 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 1.3 1.7
韓国 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0.8 1 1 1
日本 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.6
カナダ 0.1 0.1 0.1 0.4
アイルランド 0.2 0.3 0.4
南アフリカ 0.3
チリ 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2
UAE 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
その他 0.1 0.2 0.2 0.1 0.2 0.2 0.3 0.2 0.7 1.7 2.7
世界計 0.4 0.5 0.9 1.5 2.1 3.1 4.1 6.1 12.5 25.2 55.7

出力は2013年から2023年にかけて全世界で0.4GWから55.7GWへ約140倍に増加
2023年時点で中国と米国で全世界の77%を占める

日本は同年で全世界の1%程度のシェア（これからの拡大が期待される市場）
2030年には全世界で約100GW分の新規導入、うち約半数を中国が占める

系統用蓄電システムの国別・年別出力の推移
（2013年～2023年）

出所：Energy Institute, Statistical Review of World Energyより
日鉄テクノロジー作成

系統用蓄電池(utility-scale battery)の
新規導入の推移（年別・国別）

出所：IEA, Batteries and Secure Energy Transitions, April 2024
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供給の担い手としては中国と韓国のメーカーが主導権

リチウムイオン電池の地域別生産能力

出所：IEA, Batteries and Secure Energy Transitions, April 2024

リチウムイオン電池のメーカー国籍別・地域
別生産能力

出所：IEA, Batteries and Secure Energy Transitions, April 2024

2023年時点で全世界の生産能力の約8割が中国に集中
韓国メーカーは海外での現地生産に注力



３．主要国の市場と政策の概況

日本・米国・ドイツ・中国・韓国の比較
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主要国の市場比較

主要国の系統用・再エネ併設用蓄電池の市場比較 

出所：各種公開資料より日鉄テクノロジー作成
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中韓勢の海外市場進出（日本）
中韓勢は自国市場のみならず、米国、欧州市場でも優勢

日本市場にも着実に進出

蓄電池を併設している大規模太陽光・風力発電所一覧

（注）LG化学の電池事業が2020年に分社化してLGESとなった。ここでは旧社名を記載した。
* NaS（ナトリウム硫黄）電池
**複数（公開情報から分かる範囲で少なくとも5箇所）の風力発電所を系統に接続するた
めの接続線の途中に設けられた変電所。発電所ではないが、蓄電システムを含み複数の
風力発電所を系統に繋ぐに当たっての出力安定化を担っている。
***スマートグリッド実証実験のために蓄電池を設置

出所：各種資料より日鉄テクノロジー作成

使用電池の
メーカー

申請者数
出力計

（MW）
容量計

（MWh）
注

GSユアサ 7 48.8 127.3
ﾊﾟﾜｰｴｯｸｽ 4 7.8 27.1
テスラ 4 16.0 55.8 *

CATL 3 6.0 21.0
日本ガイシ 2 22.8 139.2
Zhejiang Narada
Power Source 2 4.0 16.0
LGES 1 2.0 8.0
4Rエナジー 1 1.5 6.0
伊藤忠商事 1 11 23
不明 26 282 676

小計 51 401.9 1,098.9
運転開始済み 不明 1 48 113
合計 52 449.9 1,211.9
*テスラ以外のメーカー製蓄電池も含む

補助金申請済み

蓄電池補助事業に申請した
蓄電事業者の使用電池

調査対象は、令和3年度補正、令和4年度補正、令和5年度
の経産省・系統用蓄電池補助事業および、令和5年度の東京
都・系統用蓄電池補助事業の申請事業者

出所：系統用蓄電池マップ（RECHARG 2024年秋
号）より日鉄テクノロジー作成
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中韓勢の海外市場進出（米国）

米国の系統用・再エネ併設用蓄電システム分布および大規模施設の概要
（2023年8月時点）

◇：再エネ併設用 〇：再エネ併設用以外 緑：稼働中 橙：計画中
出所：S&P Global Market Intelligence「US Energy Storage by the Numbers Q2 2023」(2023.9)

Moss Landing Battery Storage Project

Daggett Energy Storage Project

Edwards Sanborn Solar + Storage Project

Gateway Energy Storage Project

Elkhorn Battery project Gemini Solar Project DeCordova Energy Storage Facility



© 2025 NIPPON STEEL TECHNOLOGY Co., Ltd. All Rights Reserved.

守秘区分 公開

作成部門 産業・資源循環技術部

作成日 2025年 8月 26日

19

中韓勢の海外市場進出（ドイツ）
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政策動向（再エネ関連）
蓄電システム普及策については、日本は他国に比べて多少の出遅れ感

米国、ドイツ（EU）は自国（地域）製蓄電池を優遇
再エネ関連

国
うち蓄電システム関連

（太字は系統用・再エネ併設用関連）

日本
第７次エネルギー基本計画（2024年12月）

→再エネの比率を４～５割まで拡大（2040年）

FITからFIPへの各種誘導策
系統用蓄電池等電力貯蔵システム導入支援事業（2021年度～）

長期脱炭素電源オークション（2023年度～）

米国
2006年以降、PPA（Power Purchase Agreement）と呼ばれる、再エネ発電事業者が発電した電

力を一定の契約期間、顧客（電力会社含む）に販売できる制度が普及

Energy Storage Grand Challenge Roadmap (2020年)
→2030年までに米国の蓄電池需要を全て米国の事業者で賄う

Long Duration Storage Shot (2021年)
→2030年までに長期蓄電コスト90%削減

一部の州で蓄電システム導入に対する補助金
IRA（Inflation Reduction Act）（2020年）

→2023～2032年まで蓄電システム導入30%税額控除

ドイツ

Renewables Energy Directive（EU, 2023年）
→EU全域で再エネ比率42.5%（2030年）
Renewable Energy Sources Act(2023年)

→再エネ比率80%（2030年）

Green Deal Industrial Plan (EU, 2023年)
→2030年までに電池需要の約90%をEUの事業者で賄う

KfW Promotion Program 270: “Renewable Energies – Standard”
→蓄電システム導入に対する融資・補助金制度

EnWG（Energy Industry Act）
→系統用蓄電システム導入に対して2029年まで系統使用料免除

Electricity Duty Act
→系統用蓄電システム導入に対して電気税免除

ベルリン市など一部自治体で蓄電システム導入に対する補助金制度

中国
国務院「再生可能エネルギー開発に関する第14次５か年計画」（2021年7月）

→非化石エネルギー消費の割合が約25％（2030年）

カーボンピーク達成に向けたアクションプラン
→水力を除く再エネ貯蔵導入量目標30GW（2030年）

ピークツーバレー政策（2021年7月）
電力市場への参画促進（電力補助サービス、容量価格補償）（2021年12月、2022年6月）

地方政府における再生可能エネルギーへの蓄電システム設置義務に関する政策（2021年1月～）

韓国
産業通商資源部「第5次再生可能エネルギー基本計画」（2021年）

産業通商資源部「第10次電力需給基本計画」（2023年）
→再エネ導入目標72.7GW（2030年）

産業通商資源部「第5次再生可能エネルギー基本計画」（2021年）
産業通商資源部「第10次電力需給基本計画」（2023年）

→蓄電システム導入目標4.3GW（2030年）

出所：各種公開資料より日鉄テクノロジー作成
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IRA（Inflation Reduction Act）のうち定置用蓄電システムに関す
る内容（米国）

出所：日経XTech「米国はインフレ抑制法でアジア勢を猛追、蓄電池シェア奪取なるか」(2023.11)
三菱総合研究所「定置用蓄電システムの普及拡大策の検討に向けた調査」(2023.2)
より日鉄テクノロジー作成
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政策動向（蓄電池に対する関税）
調査対象とした4か国はいずれも輸入蓄電池に対して関税を課しているのに

対し、蓄電池について日本は全ての輸入相手国に対し無税

リチウムイオン電池（車載用以外）の輸入関税（2025年2月時点）

日本 +25%（2025年8月1日より）
欧州 +15%（2025年8月7日より）
中国 約55%（2025年8月現在は90日間の緩和期間中）

※通常時は最大86.5%
韓国 +15%（2025年8月7日より）
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政策動向（蓄電池産業関連）
蓄電池産業の振興を目的とした政策立案は日本はやや後発

韓国と中国は、系統用・再エネ併設蓄電池を含むESS関連産業を国として
強力に育成支援

出所：各種公開資料より日鉄テクノロジー作成

蓄電池産業関連

国
うち定置用蓄電池関連

（太字は系統用・再エネ併設用関連）

日本
蓄電池産業戦略（2022年8月）

経済安全保障推進法（2022年5月）

米国

The National Blueprint for Lithium Batteries (2021年)
→2030年までに全固体電池やその他新電池の量産化技術確立ほか

IRA（Inflation Reduction Act）（2020年）
→蓄電池工場、リサイクル施設への税額控除

車載用以外のリチウムイオン蓄電池の関税引き上げ
→中国に対しては2026年以降25%へ

ドイツ

Strategic Action Plan on Batteries (EU, 2019年)
→蓄電池のサプライチェーンに関する包括的な目標

Regulation EU 2023/1542 （EU,2023）
→サプライチェーン全体のカーボンフットプリント算出など段階的に義務化

Battery Research Roof Concept (ドイツ, 2018年)
→蓄電池技術開発の競争力強化などの項目に対して具体的な目標

7th Energy Research Program（2018年）
→蓄電システム技術開発に対して資金提供

KTF（Climate and Transformation Fund）（2024～2027年）
→蓄電池工場に対する補助金制度

中国 バッテリー工場等への所得税率を軽減（25％→15%）、地方自治体による補助金等
蓄電システムに関する国家規格制定

うち「電気エネルギー貯蔵用リチウムイオン電池」は2018年制定

韓国
K-バッテリー発展戦略

（2021年7月）
素部装特化団地育成計画（2021年10月）

産業通商資源部「エネルギーストレージ（ESS）産業発展戦略」（2023年10月）
→2036年には世界のESS産業の35%のシェア確保が目標

→長周期向けの需要にも対応、グローバル市場への進出支援、安全管理システムの強化、産学官
の連携強化
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蓄電池産業振興関連政策（中国）

1.GB/T36548-2024 電力網に接続された電気化学エネルギー貯蔵発電所の試験規則
2.GB/T36547-2024 電力網にアクセスするための電気化学エネルギー貯蔵発電所の技術規則
3.GB/T44117-2024 電気化学エネルギー貯蔵発電所のモデルパラメータに関する試験規則
4.GB/T44113-2024ユーザー側の電気化学エネルギー貯蔵システムのグリッド接続管理に関する仕様
5.GB/T44111-2024 電気化学エネルギー貯蔵発電所の保守に関する試験規則
6.GB/T 44133-2024インテリジェント電気化学エネルギー貯蔵発電所の技術ガイドライン
7.GB/T44114-2024低電圧配電ネットワークに接続された電気化学エネルギー貯蔵システムの運用制御に関するコード
8.GB/T44026-2024 プレハブ キャビン リチウム イオン バッテリー エネルギー貯蔵システムの技術仕様
9.GB/T44134-2024電力システムにおける電気化学エネルギー貯蔵発電所の計画ガイドライン
10.GB/T44112-2024電力網に接続された電気化学エネルギー貯蔵発電所の運転制御のためのコード
11.GB/T43868-2024電気化学エネルギー貯蔵発電所の立ち上げと受け入れに関する規制
12.GB/T43686-2024 電気化学エネルギー貯蔵発電所の事後評価に関するガイドライン
13.GB/T43687-2024 電気エネルギー貯蔵用の圧縮空気エネルギー貯蔵システムの技術要件
14.GB/T43526-2023配電ネットワークに接続されたユーザー側の電気化学エネルギー貯蔵システムに関する技術規則
15.GB/T43522-2023 電気エネルギー貯蔵用リチウムイオン電池の監督に関するガイドライン
16.GB/T36545-2023 移動式電気化学エネルギー貯蔵システムの技術仕様
17.GB/T36280-2023 電気エネルギー貯蔵用鉛炭素電池
18.GB/T43540-2023電力エネルギー貯蔵用リチウムイオン電池の廃止に関する技術要件
19.GB/T43462-2023電気化学エネルギー貯蔵のブラックスタートに関する技術ガイドライン
20.GB/T36276-2023電力エネルギー貯蔵用リチウムイオン電池 （2018年制定、2023年12月内容見直し）
21.GB/T42737-2023 電気化学エネルギー貯蔵発電所の試運転に関する規制
22.GB/T36558-2023電力システムにおける電気化学エネルギー貯蔵システムの一般技術条件
23.GB/T34120-2023 電気化学エネルギー貯蔵システム用エネルギー貯蔵コンバーターの技術要件
24.GB/T34133-2023エネルギー貯蔵コンバーターの検出に関する技術仕様
25.GB/T43528-2023電気化学エネルギー貯蔵バッテリー管理および通信の技術要件
26.GB/T43512-2023 全バナジウムフロー電池の信頼性評価方法

中国政府が2024年に更新したエネルギー貯蔵に関する26の国家規格

出所：「ESCN中国儲能網」（2024.8.16）（中国語）
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蓄電池産業振興関連政策（韓国）

産業通商資源部「ESS産業発展戦略」（2023年10月発表）

出所：産業通商資源部「ESS産業発展戦略」（韓国語）

ESSのグローバル進出支援方針

エネルギー貯蔵産業発展協議会

技術開発分科会

エネルギー技術評価院
（幹事）、電力研究院、

企業、学界

市場制度分科会

電力取引所（幹事）、
韓電、エネルギー経済

研究所、学界

産業育成分科会

エネルギー工団（幹
事）、民間企業、発電

工業、学界

輸出支援分科会

スマートグリッド協
会（幹事）、エネル
ギー公団、企業、金

融機関、学界

戦略の詳細課題の実施と推進実績の確認•評価のモニタリングを目的と
しており、産業部、関連公共機関、ESS関連の民間企業、金融機関、大
学などの関係者から構成

エネルギー貯蔵産業発展協議会
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蓄電池産業振興関連政策（韓国）

出所：産業通商資源部「ESS産業発展戦略」（韓国語）

ESSの安全強化対策の方針

• 安全性確保に対する判断は事業者に委ねられる（異常発生時の自動消火設備等に
ついて定まったルールはない）

• 経済産業省の産業構造審議会電力安全小委員会で、2024年3月に発生した鹿児島
県伊佐市のLIB電池火災事故を契機として自然災害等対策WGが開催されたが、蓄
電池について統一的な安全基準を設けるべきという結論には至らず

• 安全性メリットを定量的に示す材料となる基準・規格がないこともあり、未だ、コストビ
ハインドを凌駕するほどの日本製電池の安全性メリットを明確化することは出来てい
ない

日本の状況



４．主要国の技術開発動向

日本・中国・韓国・米国の比較
※データの制約上、系統用・再エネ併設用のみを抽出することは困難であるため、

蓄電池全般について調査

27出所：Scopusより日鉄テクノロジー作成
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LIB-ESS（LIBエネルギー貯蔵システム）の要素技術

出所：各種資料より日鉄テクノロジー作成

各要素技術について日中韓米の論文数を比較
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LIB-ESS（LIBエネルギー貯蔵システム）の要素技術

日中韓米の論文数の推移
LIB用モジュール・

パック設計LIB用電解質技術 LIB用セパレータ技術
LIB用電池管理

システム
LIB用電極材料

LIB用熱管理システム LIB用安全管理技術
LIB用電力変換装置

（PCS） LIB用制御アルゴリズム
LIB用モニタリング

システム

出所：Scopusより日鉄テクノロジー作成
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LIB-ESS（LIBエネルギー貯蔵システム）の要素技術

日中韓米の特許出願数の推移

出所：PatentFieldデータベースより日鉄テクノロジー作成

• 検索式は、日本特許庁が作成した「グリーン・トランスフォーメーション技術区分表（GXTI）」の「二次
電池」および「二次電池のモジュール関連技術」の検索式を使用した。また、世界全体の動向を知る
ため、調査対象は国際出願（PCT出願）されたものとした。さらに、特許名称あるいは特許要約におい
て「リチウム」または「LITHIUM」を含むもの、あるいはIPCに「H01M10/052」を含むものに限定した。

• 検索日は2025年2月1日



５．主要メーカーの動向

31
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リチウムイオン定置用電池の出荷量上位10社

出所：「ZDNET Korea（韓国語）」（2024.11.2）（原典：SNE Research）より日鉄テクノロジー作成
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日中韓の主要メーカーの概要

※空欄はデータ不明
出所：各社公開情報より日鉄テクノロジー作成
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企業経営における定置用蓄電池事業の位置づけ

GSユアサの売上高の実績（2023年度）と目標（2025年度）

主要中国メーカーの全売上高に占める
定置用蓄電池分野の比率

売上高に占める定置用蓄電池の比率
が高い・上昇している中国企業

出所：各社資料より日鉄テクノロジー作成

定置用蓄電池事業を強化する
中韓企業

中国、韓国メーカーの定置用蓄電池分野の強化に関する報道

韓国企業は中国企業に対抗してLFP電池の生産を強化

出所：各種報道記事より日鉄テクノロジー作成
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コンテナ型蓄電システムの容量効率

大型の定置用向けの蓄電システムは、さまざまなコンポーネントがパッケージ化され
た、 20フィートコンテナのサイズのコンテナ型が主流

メーカー間で蓄電容量を増強するための競争が進展中
冷却方式は日本製は空冷式、中国製は液冷式を採用（韓国製もおそらく液冷式）

出所：カタログデータより日鉄テクノロジー作成
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コンテナ式リチウムイオン蓄電システムの冷却方式の比較



６．提言

～日本製の定置用蓄電システムが競争力を
強化し、市場獲得していくための施策～

37
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（１）蓄電池メーカー・業界団体による自助努力
製造コストの低減

製造能力拡大

システム全体での競争力強化

モニタリングシステムの高度化

（２）産学官の連携
安全性を規定する基準の設定

技術開発への注力

システムとしての情報共有の促進

（３）政府への期待
「ESS産業」という発想に基づく産業政策

成長に向けた自国産業の育成政策

安全保障の観点からのモニタリングの検討



ご清聴ありがとうございました

39
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